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2025年10月27日

● 今週の主要経済指標と政治スケジュール

出所） 各種情報、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注） （日）は日本、（米）は米国、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、
 （独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、
（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（伯）はブラジルを指します。
日程および内容は変更される可能性があります。（*）は公表日未定。

★は特に注目度の高いイベント

情報提供資料

10/27 月
（米） トランプ大統領訪日（～29日）

（独） 10月 ifo企業景況感指数

9月：87.7、10月：（予）88.0

10/28 火
（日） アドバンテスト 2025年度第2四半期決算発表

★ （米） FOMC（連邦公開市場委員会、～29日）

FF目標金利：4.00%-4.25%

　　　　　　　　　→（予）3.75%-4.00%

（米） 10月 消費者信頼感指数（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ）

9月：94.2、10月：（予）93.4

★ （他） 日米首脳会談（東京）

10/29 水
★ （日） 日銀 金融政策決定会合（～30日）

無担保コール翌日物金利：

　　　　　0.50%→（予）0.50%

★ （米） パウエルFRB議長 記者会見

（米） アルファベット 7-9月期決算発表

（米） マイクロソフト 7-9月期決算発表

（米） メタ･プラットフォームズ 7-9月期決算発表

（豪） 7-9月期　消費者物価（前年比）

4-6月期：+2.1%、7-9月期：（予）+3.0%

10/30 木
★ （日） 植田日銀総裁 記者会見

★ （日） 経済･物価情勢の展望（展望レポート）

（米） アップル 7-9月期決算発表

（米） アマゾン･ドットコム 7-9月期決算発表

★ （欧） ECB（欧州中銀）理事会

預金ﾌｧｼﾘﾃｨ金利：2.00%→（予）2.00%

ﾘﾌｧｲﾅﾝｽ金利：2.15%→（予）2.15%

限界貸付金利：2.40%→（予）2.40%

（欧） ラガルドECB総裁 記者会見

★ （他） 米中首脳会談（韓国）

10/31 金
（日） 東京エレクトロン 2025年度第2四半期決算発表

（欧） 10月 消費者物価（前年比、速報）

総合　9月：+2.2%、10月：（予）+2.1%

除く食品･エネルギー･アルコール･タバコ

　　　　9月：+2.4%、10月：（予）+2.4%

（中） 10月 製造業PMI（政府）

9月：49.8、10月：（予）49.6

日経平均株価は初の5万円台に到達

■ 日本初の女性首相誕生に沸く国内株式市場

国内株は堅調です。30日の米中首脳会談を控えた通商

協議、米大手企業決算やハイテク株の動向に神経質とな

る場面もありましたが、20日の自民党と日本維新の会の

新たな連立合意、21日の高市政権誕生を歓迎する流れが

続き、27日午前に日経平均株価は5万円台に乗せました。

■ 利上げ時期探る日銀、新政権との調整が鍵

国内株高持続に向け、臨時国会で新政権が掲げる積極

財政を結果で示せるか、まずガソリン暫定税率廃止など

物価高対策のスピード決着が求められます。金融政策で

は、金利正常化を目指す日銀が、今週の会合を含め、金

融緩和志向の同政権と協調姿勢を見せるかも焦点です。

■ FRB利下げ継続への安心感が米株高を下支え

米国は政府機関閉鎖で主要指標が発表されず材料難の

なか、今週は米連邦公開市場委員会（FOMC）が焦点で

す。米株高の背景にはFOMCの利下げ継続への安心感が

あると言えます。今後の追加利下げや資産圧縮停止など

を示唆すれば、強気相場が保たれるでしょう。（瀧澤）

● 高市政権は日本株をさらに押し上げるか？

出所）MSCI、LSEGより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）株価指数はMSCI WORLDの国別指数（すべて現地通貨ベース）、
首相就任日（カッコ内日付）＝100として三菱UFJアセットマネジメント
が指数化。首相名は敬称略。黒線の直近値は2025年10月24日。

主要先進国 初の女性首相誕生後の各国株価
（MSCI現地通貨ベース、就任日=100）
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金融市場の動向 

● 株式市場の動き

● 長期金利（10年国債利回り）の動き

● 為替相場の動き

出所） MSCI、S&P、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成 出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

● 主要金融市場の動き（直近1週間）
※騰落幅および騰落率は直近値の1週間前比

注）上記3図の直近値は2025年10月24日時点。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を記載。

注）MSCI WORLD、MSCI EM、S&P先進国REIT指数は米ドルベース。
原油は1バレル当たり、金は1オンス当たりの価格。
騰落幅、騰落率ともに2025年10月17日対比。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を使用。

10月24日 騰落幅 騰落率%

日本 日経平均株価 （円） 49,299.65 1,717.50 3.61

TOPIX 3,269.45 99.01 3.12

米国 NYダウ （米ドル） 47,207.12 1,016.51 2.20

S&P500 6,791.69 127.68 1.92

ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数 23,204.87 524.90 2.31

欧州 ｽﾄｯｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 575.76 9.52 1.68

ドイツ DAX®指数 24,239.89 408.90 1.72

英国 FTSE100指数 9,645.62 291.05 3.11

中国 上海総合指数 3,950.31 110.56 2.88

先進国 MSCI WORLD 4,371.27 74.86 1.74

新興国 MSCI EM 1,389.39 27.79 2.04

10月24日 騰落幅 騰落率%

先進国 S&P先進国REIT指数 274.79 3.27 1.20

日本 東証REIT指数 1,966.82 23.19 1.19

10月24日 騰落幅

日本 1.655 0.035

米国 4.003 -0.007 

ドイツ 2.626 0.046

フランス 3.433 0.073

イタリア 3.416 0.038

スペイン 3.160 0.053

英国 4.432 -0.099 

カナダ 3.085 -0.008 

オーストラリア 4.142 0.043

10月24日 騰落幅 騰落率%

米ドル 152.86 2.25 1.49

ユーロ 177.77 2.30 1.31

英ポンド 203.47 1.30 0.64

カナダドル 109.23 1.82 1.69

オーストラリアドル 99.57 1.72 1.76

ニュージーランドドル 87.87 1.65 1.91

中国人民元 21.463 0.345 1.63

シンガポールドル 117.711 1.469 1.26

インドネシアルピア（100ﾙﾋﾟｱ） 0.9208 0.0128 1.41

インドルピー 1.7393 0.0283 1.65

トルコリラ 3.642 0.054 1.49

ロシアルーブル 1.9172 0.0626 3.38

南アフリカランド 8.857 0.183 2.11

メキシコペソ 8.291 0.094 1.14

ブラジルレアル 28.362 0.517 1.86

10月24日 騰落幅 騰落率%

原油 WTI先物 （期近物） 61.50 3.96 6.88

金 COMEX先物 （期近物） 4,118.40 -71.50 ▲1.71

株式

為替（対円）

10年国債利回り

商品

リート

（単位：ポイント）

（単位：%）
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【図1】高市政権では重要閣僚に積極財政派を起用

出所）各種報道より三菱UFJアセットマネジメント作成

■ 高市新政権誕生で国内株は堅調

先週の国内株式は、高市新政権への期待から日経平均

株価は、前週末比1,700円を超えるなど堅調でした。21日

召集の臨時国会で行われた首相指名選挙では、高市自民

党総裁を女性初の首相に選出。20日に新たな連立政権の

樹立で合意した日本維新の会や無所属議員などの協力も

得て、衆議院は初回投票で過半数を上回りました。

21日発表の閣僚人事では、財務相に元財務省出身の片

山さつき氏、経済財政相には積極財政派で知られる城内

実氏が就任しました（図1）。片山氏は就任後の会見で

「財政の帳尻を合わせることが目的ではなく、究極の目

的は成長する日本を将来に残すこと」と言及。また、城

内氏も経済成長と物価安定の両立のため、政府と協調し

て「適切な金融政策」を行う必要性に言及するなど、両

閣僚とも責任ある積極財政を改めて強調しており、機動

的な財政出動･金融緩和維持に市場の期待が高まります。

■ 高市政権下で中長期的な株高持続となるか

高市首相はアベノミクス路線を継承するとみられ、積

極財政や重点科学技術分野への投資など、経済活性化の

期待から、国内株は同氏の自民党総裁就任後から堅調で

す（図2）。ただし、こうした高市トレードの持続性は慎

重に見極める必要があります。高市政権は衆参両院で過

半数を下回る少数与党のため、政策実現には野党の協力

が必須な状況です。同首相が高い支持率を背景に、党内

基盤を固め、野党との連携を深め、政策を着実に実行で

きるかどうかが国内株高持続の鍵を握りそうです。

■ 政治の不透明感は後退も利上げは見送りか

24日の9月全国消費者物価は、除く生鮮が前年比+2.9%

と前月の同+2.7%から上昇、昨夏の電気･ガス料金抑制策

の反動（今夏の同政策は昨年比で小幅）による、前年比

でのエネルギー価格上昇が主因とみられます（図3）。

また23日に連合が2026年春闘の基本構想を発表、米関

税の影響が懸念されるなか、3年連続で5%以上の賃上げ

目標を維持しました。実現すれば日銀が重視する賃金と

物価の好循環定着に前進しそうです。今週29-30日は日銀

金融政策決定会合が開催予定ですが、前会合で利上げ票

を投じた田村･高田委員に加え、利上げに賛同する委員が

増えるか注目です。ただし、今会合は高市政権発足直後

のため、日銀と同政権の意思疎通が不十分ななか、政策

金利の据え置きが予想されます。また、植田総裁の記者

会見では、米関税による国内経済への影響に加え、高市

政権の政策姿勢に対する評価にも注目です。（大畑）
出所）総務省より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 高市内閣本格始動で国内株は堅調、高市トレードの持続性を注視

高市新内閣の閣僚人事

【図3】コアインフレ率は2%目標を42カ月連続で上回る

日本 全国消費者物価（項目別、前年比）

【図2】国内株高持続は高市政権の政策実行力次第か

注）直近値は2025年9月。

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）起点日は自民党総裁決定の前営業日、
アベノミクス（第2次安倍）は2012年9月25日、
サナエノミクスは2025年10月3日（直近値は2025年10月24日）。

アベノミクス･サナエノミクス相場の日経平均株価
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【図1】良好な結果であった第3四半期分の収益見通し修正

【図3】雇用への懸念を背景に追加利下げはほぼ確実な状況

出所）S&Pグローバル、ミシガン大学より三菱UFJアセットマネジメント作成

【図2】消費者は企業以上に雇用の先行きに慎重な見方

米国 FOMCのリスクウェイトDI

■ 好決算に支えられ堅調地合いな米国株

先週のS&P500は週間で1.9%上昇となりました。22日、

中国のレアアース輸出規制への報復措置として、米政権

が米国製ソフトウエアを使用した広範な製品の中国への

輸出制限を検討している、との報道から下げる場面もあ

りましたが、週を通してみれば、好調な企業決算に支え

られ、ハイテク株中心に堅調地合いとなりました。

企業は当該期の決算発表前に、事前に収益見通しの修

正を行うことがあります。図1はその推移です。25年第3

四半期分の収益見通し修正は、この2～3年間の状況と比

べて、下方修正が少なめな一方上方修正が多めな、比較

的良好な結果でした。そしてこれに続く実際の第3四半期

の決算結果は、先週24日時点で、S&P500採用銘柄中145

社が発表済みとなる中、事前予想を上回る決算となった

企業の比率が85%強と、堅調です。事前の修正動向が比

較的良く、加えて実際の決算結果も上振れ基調と、足下

の米株の収益環境には力強さが窺えます。

■ 企業以上に雇用への慎重姿勢強める消費者

10月1日に始まった米政府機関の閉鎖は今なお続いてお

り、主要な経済指標の発表が停止しています。このため

FRB（米連邦準備理事会）は、28-29日のFOMC （米連邦

公開市場委員会）では、非常に限られた情報を基にした

政策判断を余儀なくされています。

そのような中、24日に異例対応ながら発表された9月分

の消費者物価は、総合が前年比+3.0%、食品・エネル

ギーを除いたコアで同+3.0%と、物価の安定推移が示さ

れました。一方、同日発表の企業・消費者の雇用マイン

ドでは、企業の雇用マインドがさほど悪くはない一方、

消費者は先行きの雇用に対し、悪化への警戒を強めてい

ることが示されています（図2）。

■ FRBは0.25%の追加利下げに

前回9月FOMCでは、昨年12月以来の利下げが実施され

ました。その理由として、雇用下振れへの警戒が挙げら

れていました。FOMC参加者による物価や雇用へのリス

ク判断を見ても、9月時点では、物価上昇への警戒が和ら

ぐ一方、雇用悪化への懸念が増していました（図3）。

上述のように、とりわけ消費者においては、先行きの

雇用悪化への警戒心は増しており、雇用環境の軟化は継

続していると推察されます。市場が97%弱の確率で0.25%

の利下げを予想しているように、FRBは更なる雇用悪化

への予防策として、今週のFOMCでも利下げが行われる

のはほぼ確実な状況です。（渡部）

注）直近値は2025年第3四半期。

出所） Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

米国 消費者および企業の雇用環境認識

注）直近値は2025年9月。 DIは、（上方向と答えた人数－下方向と答えた人数）÷
参加者数。各FOMC参加者の各項目の見通しに対するリスクがどちらの方向に
傾いているかを示す。PCEは個人消費支出、コアは除く食品・エネルギー。

出所）FOMCより三菱UFJアセットマネジメント作成

米国 好決算が続く中、利下げも確実視され堅調続く米国株

米国 米国企業における収益見通し修正の推移

注1）マインドは、企業はS&Pグローバル米国コンポジットPMIの雇用、
  消費者はミシガン大学消費者信頼感のうち、1年後の失業者数見通し。
  直近値はともに2025年10月。
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出所）S&Pグローバルより三菱UFJアセットマネジメント作成

■ ユーロ圏の企業･家計景況感はともに改善

23日に公表されたユーロ圏の10月消費者信頼感指数

(速報値)は▲14.2と、市場の小幅な悪化予想に反して上昇

しました(図1)。先行き不透明感への懸念は依然重しとな

りつつも、良好な所得環境やインフレ減速、欧州中央銀

行(ECB)によるこれまでの継続利下げ等を背景に、消費

者心理は緩やかな持ち直し基調を保っている模様です。

24日に公表されたユーロ圏の10月総合購買担当者景気

指数(PMI)も52.2と、市場予想(51.0)を上回って改善。製

造業PMIは50.0と中立水準を回復し、サービス業PMIは

52.6と14カ月ぶりの高水準となりました。新規受注指数

や雇用指数も改善(図2)。ユーロ圏景気は依然力強さに欠

けつつも、持ち直し基調が強まっている可能性を意識さ

せる結果となりました。また、総合PMIの仕入価格指数

はわずかに低下し、販売価格指数は小幅上昇。インフレ

が引き続き安定的に推移している状況を示唆しました。

域内景気が堅調さを保ち、インフレ率が物価目標水準

での推移を続ける中、今週30日に予定されるECBの10月

政策理事会では、3会合連続での政策金利据え置きが確実

視され、景気･物価動向は良い状況にあるとの評価は維持

される見込みです。当面は様子見姿勢を続けるとの方針

も不変とみられるものの、先行き不透明感が根強い中、

短期金融市場は依然4割程度の確率で、来年6月までに

0.25%ptの追加利下げを予想。想定以上に底堅い域内景気

を受けて、ECBが不確実性への懸念を和らげ、利下げ終

了観測の強まりにつながるか注目されます。

■ BOEによる12月利下げ観測強まるも、
確実視には未だ至らず

22日に公表された英国の9月消費者物価は、前年比

+3.8%と伸び率は8月から変わらずも、市場予想(同

+4.0%)やイングランド銀行(英国中銀、BOE)の8月時点

の見通し(同+4.0%)を下回りました(図3)。昨年9月に、

自動車燃料･航空運賃が大きく下落したことからの反

動がインフレ率の押上げに寄与も、食品･飲料価格や

コア物価(除くエネルギー･食品･アルコール･タバコ)は

市場予想に反して伸び率が鈍化。BOEによる利下げ観

測が強まり、短期金融市場の見込む12月会合での追加

利下げが決定される確率は約6割に上昇しました。

 一方で、24日に公表された9月小売売上高は前月比

+0.5%と市場予想(同▲0.2%)を上回り、10月総合PMIは

51.1と9月値(同50.1)から改善し、景気の底堅さを反

映。早期利下げが確実視される状況にはなく、物価･

雇用･景気動向を見極める展開は続きそうです。(吉永)

【図1】ユーロ圏 10月消費者信頼感指数は上昇し、
消費者心理は緩やかながら持ち直し

【図2】ユーロ圏 10月総合PMIは改善が続き、
新規受注指数や雇用指数の持ち直しが顕著

【図3】英国 9月総合インフレ率は横ばいも、
 BOE見通しを下振れ

ユーロ圏 総合PMI(新規受注指数・雇用指数)

出所）ONSより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2025年10月(速報値)。

出所）欧州委員会より三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2025年10月(速報値)。

英国 消費者物価(前年比)

注）直近値は2025年9月。
コア: 除くエネルギー･食品･アルコール･タバコ。
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【図2】小売売上高の伸びは4カ月連続で鈍化

【図3】不動産に加えて製造業･インフラ投資も低迷

出所）中国国家統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）中国国家統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）中国国家統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成
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【図1】輸出の伸びにけん引され鉱工業生産が加速■ 7-9月期のGDPは鈍化しつつ市場予想を超過

7-9月期の実質GDP成長率は鈍化しつつも市場予想を超

過。堅調な輸出が生産を押し上げました。9月単月の景気

指標では、輸出が加速する一方で消費や投資など内需が

低迷。GDP成長率は10-12月にかけていっそう鈍化するで

しょう。 7-9月期の実質GDPは前年比+4.8%(4-6月期

+5.2%)へ鈍化しつつ(図1)、市場予想の+4.7%を超過。需

要側で輸出、供給側で製造業が堅調でした。不動産投資

やインフラ投資の低迷に伴って建設業が同▲2.3%(同

▲0.6%)へ下げ幅を広げ、家計消費の減速から卸売･小売

や宿泊･飲食が鈍化した一方、底堅く伸びる輸出にけん引

され製造業が同+6.3%(同+6.5%)拡大しました。

9月の小売売上高(名目)は前年比+3.0%(8月+3.4%)へ鈍

化しました(図2)。これまで消費をけん引してきた耐久財

買い替え支援策の効果が一巡。家電製品は同+3.3%(同

+14.3%)、家具は同+16.2%(同+18.6%)へ鈍化し、自動車も

同+1.6%(同+0.8%)と軟調でした。都市部固定資本投資(名

目、単月換算)は同▲6.8%(同▲6.3%)へ下げ幅を拡大。イ

ンフラ投資が下げ幅を縮めた一方、不動産投資と製造業

投資が下げ幅を広げました(図3)。製造業投資は同▲1.9% 

(同▲1.3%)へ悪化。(a)過当競争(｢内巻｣)部門の過剰設備

削減に向けた取り組みや、(b)米関税を巡る不透明感が輸

出部門の投資を下押ししたことなどによります。

■景気は来年初より回復も勢いを欠く見込み

家計消費は今後も低迷する見込み。耐久財の買い替え

支援策は昨年9月より本格化しており、前年の伸びからの

反動(ベース効果)と需要先食いの反動が生じています。

公務員向け倹約令の強化も引き続き重しとなるでしょ

う。当局はサービス分野を中心とする家計消費拡大に取

り組むものの実現には時間がかかりそうです。今後は米

関税引き上げ前の駆け込み輸出の反動も生じ、輸出の減

速と内需の低迷が鉱工業生産を下押しする見込みです。

製造業投資は当面低迷する見込み。過剰設備の削減や

輸出の減速が重しとなるでしょう。不動産投資は低迷を

続けるものの、伸び率の下げ幅は徐々に縮小する見通

し。過剰在庫の圧縮が緩やかに進む中で追加的な住宅市

場支援策が導入されるとみられます。政府は9月末と10月

半ばに累計1兆元の財政刺激策(融資枠と地方債発行枠)を

導入。今年7月より低迷してきたインフラ投資は来年初よ

り回復するでしょう。来年は第15次5カ年計画の初年度。

優先分野への投資が促される見込みです。景気は10-12月

期にかけて減速した後に来年初より緩やかに回復する見

通し。今年通年の実質GDP成長率は+4.9%(昨年+5.0%)、

来年は+4.4%前後となると予想されます。（入村）
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出所） 各種情報、 Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

主要経済指標と政治スケジュール 

注）（日）日本、（米）米国、（欧）ユーロ圏･EU、（独）ドイツ、（仏）フランス、（伊）イタリア、 （英）英国、（豪）オーストラリア、（加）カナダ、
（中）中国、（印）インド、（伯）ブラジル、（露）ロシア、（他）その他、を指します。NAはデータなし。日程および内容は変更される可能性があります。

※ 塗りつぶし部分は今週、（*）は公表日未定

10/20 月 （欧） 10月 製造業PMI（速報） 10/30 木
（日） 髙田日銀審議委員 講演（中国経済連合会） 9月：49.8、10月：50.0 （日） 植田日銀総裁 記者会見

（中） 四中全会（～23日） （欧） 10月 サービス業PMI（速報） （日） 経済･物価情勢の展望（展望レポート）

（中） LPR（優遇貸付金利）発表 9月：51.3、10月：52.6 （米） 7-9月期 実質GDP（速報、前期比年率）（*）

1年物：3.00%→3.00% （独） 10月 製造業PMI（速報） 4-6月期：+3.8%、7-9月期：（予）+3.0%

5年物：3.50%→3.50% 9月：49.5、10月：49.6 （米） 新規失業保険申請件数（週間）（*）

（中） 7-9月期 実質GDP（前年比） （独） 10月 サービス業PMI（速報） 10月18日終了週：NA

4-6月期：+5.2%、7-9月期：+4.8% 9月：51.5、10月：54.5 10月25日終了週：（予）NA

（中） 9月 鉱工業生産（前年比） （英） 9月 小売売上高（前月比） （米） アップル 7-9月期決算発表

8月：+5.2%、9月：+6.5% 8月：+0.6%、9月：+0.5% （米） アマゾン･ドットコム 7-9月期決算発表

（中） 9月 小売売上高（前年比） （英） 10月 製造業PMI（速報） （欧） ECB（欧州中銀）理事会

8月：+3.4%、9月：+3.0% 9月：46.2、10月：49.6 預金ﾌｧｼﾘﾃｨ金利：2.00%→（予）2.00%

（中） 9月 都市部固定資産投資（年初来、前年比） （英） 10月 サービス業PMI（速報） ﾘﾌｧｲﾅﾝｽ金利：2.15%→（予）2.15%

8月：+0.5%、9月：▲0.5% 9月：50.8、10月：51.1 限界貸付金利：2.40%→（予）2.40%

（他） ニュージーランド　7-9月期 消費者物価（前年比） （豪） 10月 製造業PMI（速報） （欧） ラガルドECB総裁 記者会見

4-6月期：+2.7%、7-9月期：+3.0% 9月：51.4、10月：49.7 （欧） 7-9月期 実質GDP（前期比、速報）

（豪） 10月 サービス業PMI（速報） 4-6月期：+0.1%、7-9月期：（予）+0.1%

10/21 火 9月：52.4、10月：53.1 （欧） 9月 失業率

（日） 臨時国会召集（首相指名選挙） 8月：6.3%、9月：（予）6.3%

（日） 氷見野日銀副総裁 講演 10/26 日 （欧） 10月 経済信頼感指数

（ユーラシア・グループ主催イベント） （他） ASEAN（東南アジア諸国連合）首脳会議 9月：95.5、10月：（予）96.0

（米） ネットフリックス 7-9月期決算発表 　　　　　　　　　　　　　　（マレーシア） （独） 7-9月期 実質GDP（前期比、速報）

（加） 9月 消費者物価（前年比） 4-6月期：▲0.3%、7-9月期：（予）0.0%

8月：+1.9%、9月：+2.4% 10/27 月 （独） 10月 失業者数（前月差）

（日） 9月 企業向けサービス価格（前年比） 9月：+1.4万人、10月：（予）+1.0万人

10/22 水 8月：+2.7%、9月：+3.0% （独） 10月 消費者物価（EU基準、速報、前年比）

（日） 9月 貿易収支（通関ベース、速報） （米） トランプ大統領訪日（～29日） 9月：+2.4%、10月：（予）+2.2%

8月：▲2,428億円、9月：▲2,346億円 （米） 9月 製造業受注（*） （仏） 7-9月期 実質GDP（前期比、速報）

（米） テスラ 7-9月期決算発表 （航空除く非国防資本財、前月比、速報） 4-6月期：+0.3%、7-9月期：（予）+0.2%

（英） 9月 消費者物価（前年比） 8月：NA、9月：（予）NA （伊） 7-9月期 実質GDP（速報、前期比）

8月：+3.8%、9月：+3.8% （独） 10月 ifo企業景況感指数 4-6月期：▲0.1%、7-9月期：（予）+0.1%

（他） インドネシア　金融政策決定会合（結果公表） 9月：87.7、10月：（予）88.0 （他） 米中首脳会談（韓国）

7日物ﾘﾊﾞｰｽ･ﾚﾎﾟ金利：4.75%→4.75%

10/28 火 10/31 金
10/23 木 （日） アドバンテスト 2025年度第2四半期決算発表 （日） 9月 失業率

（日） 連合が2026年春闘の基本構想発表 （米） FOMC（連邦公開市場委員会、～29日） 8月：2.6%、9月：（予）2.5%

（米） 9月 中古住宅販売件数（年率） FF目標金利：4.00%-4.25% （日） 9月 有効求人倍率

8月：400万件、9月：406万件 　　　　　　　　　→（予）3.75%-4.00% 8月：1.20倍、9月：（予）1.20倍

（米） インテル 7-9月期決算発表 （米） 8月 S&Pｺｱﾛｼﾞｯｸ/ｹｰｽ･ｼﾗｰ住宅価格 （日） 9月 鉱工業生産（速報、前月比）

（欧） 10月 消費者信頼感指数（速報） 　　　　（20大都市平均、前年比） 8月：▲1.5%、9月：（予）+1.5%

9月：▲14.9、10月：▲14.2 7月：+1.82%、8月：（予）+1.40% （日） 9月 小売業販売額（前年比）

（他） トルコ　金融政策委員会（結果公表） （米） 10月 消費者信頼感指数（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ） 8月：▲0.9%、9月：（予）+0.9%

1週間物ﾚﾎﾟ金利：40.50%→39.50% 9月：94.2、10月：（予）93.4 （日） 10月 消費者物価（東京都区部、前年比）

（独） 11月 GfK消費者信頼感指数 総合　9月：+2.5%、10月：（予）+2.4%

10/24 金 10月：▲22.3、11月：（予）▲21.0 除く生鮮　9月：+2.5%、10月：（予）+2.6%

（日） 9月 消費者物価（全国、前年比） （他） 日米首脳会談（東京） 除く生鮮・エネルギー

総合　8月：+2.7%、9月：+2.9% 　　　　　　9月：+2.5%、10月：（予）+2.5%

除く生鮮　8月：+2.7%、9月：+2.9% 10/29 水 （日） 東京エレクトロン 2025年度第2四半期決算発表

除く生鮮･エネルギー （日） 日銀 金融政策決定会合（～30日） （米） 7-9月期 雇用コスト指数（前期比）（*）

　　　　8月：+3.3%、9月：+3.0% 無担保コール翌日物金利： 4-6月期：+0.9%、7-9月期：（予）+0.9%

（日） 10月 製造業PMI（速報） 　　　　　0.50%→（予）0.50% （米） 9月 個人所得･消費（前月比）（*）

9月：48.5、10月：48.3 （日） 月例経済報告 所得　8月：+0.4%、9月：（予）+0.4%

（日） 10月 サービス業PMI（速報） （日） 10月 消費者態度指数 消費　8月：+0.6%、9月：（予）+0.4%

9月：53.3、10月：52.4 9月：35.3、10月：（予）35.5 （米） 9月 PCE（個人消費支出）ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（前年比）（*）

（米） 9月 消費者物価（前年比） （日） ディスコ 2025年度第2四半期決算発表 総合　8月：+2.7%、9月：（予）+2.8%

総合　8月：+2.9%、9月：+3.0% （米） パウエルFRB議長 記者会見 除く食品・エネルギー

除く食品･エネルギー （米） 9月 中古住宅販売仮契約指数（前月比） 　　　　8月：+2.9%、9月：（予）+2.9%

　　　　8月：+3.1%、9月：+3.0% 8月：+4.0%、9月：（予）+2.0% （米） 10月 シカゴ購買部協会景気指数

（米） 10月 製造業PMI（速報） （米） アルファベット 7-9月期決算発表 9月：40.6、10月：（予）42.5

9月：52.0、10月：52.2 （米） マイクロソフト 7-9月期決算発表 （欧） 10月 消費者物価（前年比、速報）

（米） 10月 サービス業PMI（速報） （米） メタ･プラットフォームズ 7-9月期決算発表 総合　9月：+2.2%、10月：（予）+2.1%

9月：54.2、10月：55.2 （欧） オランダ総選挙 除く食品･エネルギー･アルコール･タバコ

（米） 10月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、確報） （豪） 7-9月期　消費者物価（前年比） 　　　　9月：+2.4%、10月：（予）+2.4%

9月：55.1、10月：53.6（速報：55.0） 4-6月期：+2.1%、7-9月期：（予）+3.0% （中） 10月 製造業PMI（政府）

（米） 10月 期待インフレ率（ミシガン大学、確報） （豪） 9月 月次消費者物価（前年比） 9月：49.8、10月：（予）49.6

1年先　9月：+4.7% 8月：+3.0%、9月：（予）+3.1% （中） 10月 非製造業PMI（政府）

　　　　  10月：+4.6%（速報：+4.6%） （加） 金融政策決定会合 9月：50.0、10月：（予）50.2

5-10年先　9月：+3.7% 翌日物金利：2.50%→（予）2.25% （他） APEC首脳会議（～11月1日、韓国）

　　　　　 　10月：+3.9%（速報：+3.7%）
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本資料に関してご留意頂きたい事項

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱UFJアセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料では
ありません。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示
唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱UFJアセットマネジメント ストラテジック・リサーチ部リサーチグルー
プの見解です。また、三菱UFJアセットマネジメントが設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。

本資料中で使用している指数について

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関する知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰属します。

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関し
ていかなる責任も負うものではありません。

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得
て使用しています。FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与され
ます。FTSEおよびライセンサーは、FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負
わないものとします。FTSEの書面による同意がない限り、FTSEデータの再配布は禁止します。

MSCI WORLD、MSCI EM、MSCI USA、MSCI JAPAN、MSCI GERMANYに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属しま
す。

S&P先進国REIT指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社に付与されています。S&P DJIは、S&P先進国REIT指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。

ラッセル・インデックスに関連するトレードマーク、サービスマークおよび著作権は、Frank Russell Companyに帰属します。


